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教育公務員特例法等の改正を受けた山形県教員「指標」の改正について 

 
（１）教育公務員特例法及び文部科学大臣指針の改正について 
 
◎ 教育公務員特例法の改正について（令和４年５月）                    

○ 令和３年１月、中央教育審議会答申において、2020年代を通じて実現を目指す「令

和の日本型学校教育」において実現すべき教員の姿が示され、同年３月、中央教育審議

会に「令和の日本型学校教育」を担う教員の養成・採用・研修等の在り方について包括

的な諮問がなされた。 
 
○ このうち、教員の資質向上に関して、令和３年１１月に審議のまとめが公表され、

「『令和の日本型学校教育』を担う教師の新たな学びの姿」が示された。 
 
○ これを受け、令和４年５月、校長及び教員の資質の向上を合理的かつ効率的に実現す

るため、教育職員免許法及び教育公務員特例法が改正され、教員免許更新制の廃止とと

もに、任命権者等による研修等に関する記録の作成及び資質の向上に関する指導助言等

に関する規定が整備された。 
 
≪改正の主な内容≫ 

  ⅰ）任命権者は、校長及び教員ごとに研修等に関する記録を作成しなければならない。 

                           【第 22条の５第１項及び第２項】 

  ⅱ）指導助言者※１は、校長及び教員の資質の向上に関する「指標」及び教員研修計画を踏 

まえ、上記の記録に係る情報を活用し、校長及び教員に対し資質の向上に関する指導 

助言等を行う。                      【第 22条の６第１項及び第２項】 

※１ 指導助言者は、県費負担教職員(市町村立学校の校長及び教員)の場合は市町村教育委員会、 

その他の校長及び教員(県立学校)の場合は任命権者（県教育委員会） 

                         資料１ 資料２ 

 

◎ 改正教育公務員特例法を受けた「指針」の改正について（令和４年８月）                     

○ 教育公務員特例法（教特法）の改正に伴い、公立の小学校等の校長及び教員としての

資質の向上に関する指標の策定に関する指針（令和４年文部科学大臣告示第 115号、以

下「文部科学大臣指針」と言う）が改正された。 
 
≪指針改正の主な内容≫ 

ⅰ）教師に共通的に求められる資質能力を、①教職に必要な素養、②学習指導、③生徒指   

導、④特別な配慮や支援を必要とする子供への対応、⑤ＩＣＴや情報・教育データの 

利活用の５つの柱で再整理。 

ⅱ）指針に基づく教師に共通的に求められる資質の具体的内容を別途明示。 

ⅲ）研修履歴を活用した資質向上に関する指導助言等を通じた所属教師の資質向上など、  

所属教師の人材育成に大きな責任と役割を担っている校長に求められる資質能力を明 

確化するとともに、校長の指標を、教員とは別に策定することを明記。 

        資料３ 
 

○ 任命権者は、指針を参酌し、その地域の実情に応じ、校長及び教員の職責、経験及び

適性に応じて向上を図るべき校長及び教員としての資質に関する指標を定めるものとす

る。 

【教特法第 22条の３】 

資料 
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（２）山形県教員「指標」の改正について 
○ 改正後の文部科学大臣指針（以下「改正指針」と言う）を踏まえ、山形県教員「指標」

（平成 30年１月策定）の一部を改正することとする。 

 

≪山形県教員「指標」改正の概要≫                         

ⅰ）教諭用 

◆改正指針を踏まえた改正 

改正指針に基づき文部科学省が別途明示した、「教師に共通的に求められる資質の具体 

的内容」等を踏まえた改正。  

（主なもの） 

「教職の素養に関する資質・能力」 

・「『令和の日本型学校教育』を踏まえた新しい時代における教育、学校及び教職の意義 

の理解」を反映 

「教職の実践に関する資質・能力」 

・生徒指導力：「キャリア教育や進路指導の意義を理解し、地域・社会や産業界と連 

携しながら、学校の教育活動全体を通じて、児童生徒が自分らしい生き方を実現す 

るための力の育成」を反映 

・学習指導力：「『個別最適な学び』と『協働的な学び』の一体的な充実に向けた学習 

者中心の授業の創造」を反映 

・ＩＣＴ活用・情報モラル：「学校におけるＩＣＴの活用の意義の理解」を反映 

・特別支援教育力：「特別な配慮や支援を必要とする子供の特性等の理解」を反映 

 

◆「指標」策定以降の状況の変化等を踏まえた改正 

「教職の素養に関する資質・能力」 

・近年課題となっている若手教員育成に関する記述の追加 

「教職の実践に関する資質・能力」 

・学校におけるＩＣＴ環境の変化の進展を踏まえた改正 

       資料４‐１ 資料４‐２   

 

ⅱ）校長用  

◆ 改正指針を踏まえた改正 

  ・学校経営力：「アセスメント能力（学校が置かれた内外環境に関する情報の収集・ 

整理・分析し共有すること）」を反映 

    ・連携・協働調整力：「ファシリテーション能力（学校内外の関係者の相互作用によ 

り学校の教育力を最大化していくこと）」を反映 

   資料５ 
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（参考） 

・養護教諭用Ａ・栄養教諭用Ａについては、文部科学省から今年度内に示される予定の 

「養護教諭及び栄養教諭の標準職務の明確化」を踏まえて改正を検討する。（令和５年 

度予定）  

・幼稚園教諭用Ａについては、養護教諭用Ａ・栄養教諭用Ａと時期を合わせて改正を検 

討する。 

 

 

（３）今後の予定 
     ２月２日  山形県教員資質向上協議会 
 
     ２月上旬 

～３月上旬 パブリックコメントの実施 
 

     ３月下旬  山形県教員「指標」の決定 

 


